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◇告     示◇ 

 

阪神水道企業団告示第２号 

平成27年第１回阪神水道企業団議会定例会を平成27年２月18日阪神水道企業団議会議

場に招集する。 

平成27年２月10日 

阪神水道企業団 

企業長 山 中   敦  

 

◇公     告◇ 

 

阪神水道企業団公告 

 郵便応募型条件付き一般競争入札を実施するので、地方自治法施行令（昭和22年政令

第16号）第167条の６及び阪神水道企業団契約規程（昭和42年管理規程第１号）第４条の

規定に基づき、次のとおり公告する。 

 なお、本公告に記載のない事項については、「郵便入札公告共通事項」によるものと

する。 
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  平成27年１月19日 

                            阪神水道企業団 

                            企業長 山 中   敦  

１ 入札に付する事項 

 ⑴ 起工番号   工管事第69号 

   工 事 名   フロキュレータ現場操作盤修理工事その２ 

 ⑵ 工事場所   猪名川浄水場（尼崎市田能５丁目11番１号) 

 ⑶ 工事概要   猪名川浄水場Ⅱ系沈澱池13号池及び14号池のフロキュレータ用現

場操作盤インバータ装置の取替修理を行う。 

  ア 5.5kW用インバータ装置 ２台 

  イ 取替及び試験調整   一式 

 ⑷ 工事期間   契約締結日の翌日から平成27年３月20日㈮まで 

 ⑸ 支払方法   完成払い 

 ⑹ 前 金 払   なし 

 ⑺ 予定価格   非公表 

 ⑻ 最低制限価格 設定なし 

 ⑼ 担保期間   １年 

 ⑽ 入札保証金  免除 

 ⑾ 契約保証金  免除 

 ⑿ 担保保証金  免除 

２ 応募方法  単独企業による。 

３ 入札参加資格 

  次に掲げる事項のいずれにも該当すること。 

 ⑴ 共通資格要件事項  

   「郵便入札公告共通事項」に記載のとおり。  

 ⑵ 個別資格要件事項  

  ア 企業団における平成25・26年度競争入札参加資格（登録工種：電気工事）を有

していること。 

  イ 平成16年度以降において、国、地方公共団体若しくはこれらに準ずる機関発注

工事の元請として、仕様書に記す同程度の現場操作盤の点検整備実績を有するこ

と。 

４ 入札に必要な書類の交付 

  企業団ホームページ（http://www.hansui.org/）「入札・契約情報」内の当該入札

公告ページ（以下「入札公告ページ」という。）からダウンロードすること。ダウン

ロードできない環境にある場合は、総務課契約係（本庁舎３階）で配付するので、事

前に連絡すること（電話(078)431－1902（直通））。 

５ 設計図書に関する質問 

  設計図書に関して質問があるときは、次のとおり電子メール（入札公告ページに掲

載の指定様式）により受け付ける。ただし、電子メールできない環境にある場合は、

ＦＡＸ（(078)431－2664）により提出すること。 
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 ⑴ 受付期限   平成27年１月26日㈪ 午後５時00分まで 

 ⑵ 送 信 先   阪神水道企業団 総務部総務課契約係 宛 

          E-mail keiyaku@hansui.or.jp 

 ⑶ 回 答 日   平成27年１月29日㈭に入札公告ページに掲載する。ただし、入札

公告ページにて確認出来ない場合は、ＦＡＸにより回答する。入札

参加者は、この回答を必ず確認すること。 

６ 入札（郵便入札）方法 

 ⑴ 提出書類 

  ア 郵便応募型条件付き一般競争入札参加申込書（日付は申込日を記入すること。）

（様式第１号） 

  イ 入札書（指定様式で、日付は開札日を記入すること。） 

  ウ 同種又は類似工事（業務）の施工（履行）実績（様式第２号） 

  エ 建設業の許可及び経営事項審査結果（様式第４号） 

 ⑵ 提出部数   １部 

 ⑶ 受付期間   公告日から平成27年２月４日㈬まで（必着） 

７ 開札の日時、場所等 

 ⑴ 日  時   平成27年２月５日㈭ 午後１時30分から 

 ⑵ 場  所   神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号 

          阪神水道企業団 本庁舎１階 第３会議室 

 ⑶ 開札の立会い 開札の立ち会いを希望する者は、開札立会申込書を提出すること。 
 

本件入札に関する問い合わせ先 

 阪神水道企業団 総務部総務課契約係 

 〒658-0073 兵庫県神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号 

 電 話(078)431-1902（直通） 

 ＦＡＸ(078)431-2664 

                                          

阪神水道企業団公告 

 郵便応募型条件付き一般競争入札を実施するので、地方自治法施行令（昭和22年政令

第16号）第167条の６及び阪神水道企業団契約規程（昭和42年管理規程第１号）第４条の

規定に基づき、次のとおり公告する。 

 なお、本公告に記載のない事項については、「郵便入札公告共通事項」によるものと

する。 

  平成27年１月19日 

                            阪神水道企業団 

                            企業長 山 中   敦  

１ 入札に付する事項 

 ⑴ 起工番号   委送第１号 

   委 託 名   調整池調査業務委託 

 ⑵ 委託場所   甲東ポンプ場（西宮市上大市３丁目２番53号） 

 ⑶ 委託概要   調整池内の堆積物及び構造物の水中作業による内部調査を行う。 
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  ア 第２調整池（5,000㎥）調査工  一式 

  イ 第３調整池（18,000㎥）調査工 一式 

 ⑷ 委託期間   契約締結日の翌日から平成27年３月20日㈮まで 

 ⑸ 支払方法   完成払い 

 ⑹ 前 金 払   なし 

 ⑺ 予定価格   非公表 

 ⑻ 最低制限価格 設定なし 

 ⑼ 担保期間   なし 

 ⑽ 入札保証金  免除 

 ⑾ 契約保証金  免除 

 ⑿ 担保保証金  免除 

２ 応募方法  単独企業による。 

３ 入札参加資格 

  次に掲げる事項のいずれにも該当すること。 

 ⑴ 共通資格要件事項  

   「郵便入札公告共通事項」に記載のとおり。  

 ⑵ 個別資格要件事項  

  ア 企業団における平成25・26年度競争入札参加資格（登録工種：土木一式工事又

は水道施設工事）を有していること。 

  イ 平成16年度以降において、国、地方公共団体若しくはこれらに準ずる機関発注

工事の元請として、水道事業体の浄水施設にて、潜水作業による内部調査又は清

掃等の施工実績を有すること。 

４ 入札に必要な書類の交付 

  企業団ホームページ（http://www.hansui.org/）「入札・契約情報」内の当該入札

公告ページ（以下「入札公告ページ」という。）からダウンロードすること。ダウン

ロードできない環境にある場合は、総務課契約係（本庁舎３階）で配付するので、事

前に連絡すること（電話(078)431－1902（直通））。 

５ 設計図書に関する質問 

  設計図書に関して質問があるときは、次のとおり電子メール（入札公告ページに掲

載の指定様式）により受け付ける。ただし、電子メールできない環境にある場合は、

ＦＡＸ（(078)431－2664）により提出すること。 

 ⑴ 受付期限   平成27年１月26日㈪ 午後５時00分まで 

 ⑵ 送 信 先   阪神水道企業団 総務部総務課契約係 宛 

          E-mail keiyaku@hansui.or.jp 

 ⑶ 回 答 日   平成27年１月29日㈭に入札公告ページに掲載する。ただし、入札

公告ページにて確認出来ない場合は、ＦＡＸにより回答する。入札

参加者は、この回答を必ず確認すること。 

６ 入札（郵便入札）方法 

 ⑴ 提出書類 

  ア 郵便応募型条件付き一般競争入札参加申込書（日付は申込日を記入すること。）
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（様式第１号） 

  イ 入札書（指定様式で、日付は開札日を記入すること。） 

  ウ 同種又は類似工事（業務）の施工（履行）実績（様式第２号） 

  エ 建設業の許可及び経営事項審査結果（様式第４号） 

 ⑵ 提出部数   １部 

 ⑶ 受付期間   公告日から平成27年２月４日㈬まで（必着） 

７ 開札の日時、場所等 

 ⑴ 日  時   平成27年２月５日㈭ 午後１時40分から 

 ⑵ 場  所   神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号 

          阪神水道企業団 本庁舎１階 第３会議室 

 ⑶ 開札の立会い 開札の立ち会いを希望する者は、開札立会申込書を提出すること。 
 

本件入札に関する問い合わせ先 

 阪神水道企業団 総務部総務課契約係 

 〒658-0073 兵庫県神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号 

 電 話(078)431-1902（直通） 

 ＦＡＸ(078)431-2664 

                                          

阪神水道企業団公告 

 郵便応募型条件付き一般競争入札を実施するので、地方自治法施行令（昭和22年政令

第16号）第167条の６及び阪神水道企業団契約規程（昭和42年管理規程第１号）第４条の

規定に基づき、次のとおり公告する。 

 なお、本公告に記載のない事項については、「郵便入札公告共通事項」によるものと

する。 

  平成27年１月19日 

                            阪神水道企業団 

                            企業長 山 中   敦  

１ 入札に付する事項 

 ⑴ 委 託 名   文書管理事務補助業務委託 

 ⑵ 委託場所   企業団本庁舎（神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号） 

 ⑶ 委託概要 

   企業団が所有する文書を適切に管理できるよう所要の整理を行うことを目的とし

て行う業務であって次に掲げるもの。 

  ア 委託業務の内容 

企業団が所有する文書のうち、本庁舎１階書庫（以下「本庁舎書庫」という。）

に保存されている文書（以下「仮収蔵文書」という。）について、阪神水道企業

団文書規程（平成16年訓令第１号。以下「文書規程」という。）、文書管理の手

引、文書分類表、その他文書管理関係通知（以下「文書規程等」という。）に基

づく適切な管理がなされ、文書の利用及び保存等が円滑に行われるよう当該文書

を整理するもの。 

  イ 対象とする文書 
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    仮収蔵文書約130ファイルメーター（文書を平積みにした場合の高さ（単位メー

トル）をいう。）を対象とする。 

（参考）すべての仮収蔵文書の量は、約600ファイルメーターである。 

 ⑷ 委託期間   契約締結日の翌日から平成27年３月27日㈮まで 

 ⑸ 支払方法   完成払い 

 ⑹ 前 金 払   なし 

 ⑺ 予定価格   事後公表 

 ⑻ 最低制限価格 設定なし 

 ⑼ 担保期間   なし 

 ⑽ 入札保証金  免除 

 ⑾ 契約保証金  保険会社との間に企業団を被保険者とする履行保証保険契約（定

額てん補、付保割合100分の５以上）を締結し、その証書を提出する

こと。 

 ⑿ 担保保証金  免除 

２ 応募方法  単独企業による。 

３ 入札参加資格 

  次に掲げる事項のいずれにも該当すること。 

 ⑴ 共通資格要件事項 

   「郵便入札公告共通事項」に記載のとおり。 

 ⑵ 個別資格要件事項 

  ア 過去５年間（平成21年度から平成25年度まで）において、本業務と同様の業務

（類似業務）を受託し、及び完了させた実績を有すること。 

イ 配置予定技術者について、公益社団法人日本文書情報マネジメント協会が認定

する「文書情報管理士（上級又は１級）」又はこれに相当する資格を有している

者であること。 

４ 入札に必要な書類の交付 

  企業団ホームページ（http://www.hansui.org/）「入札・契約情報」内の当該入札

公告ページ（以下「入札公告ページ」という。）からダウンロードすること。ダウン

ロードできない環境にある場合は、総務課契約係（本庁舎３階）で配付するので、事

前に連絡すること（電話(078)431－1902（直通））。 

５ 設計図書に関する質問 

  設計図書に関して質問があるときは、次のとおり電子メール（入札公告ページに掲

載の指定様式）により受け付ける。ただし、電子メールできない環境にある場合は、

ＦＡＸ（(078)431－2664）により提出すること。 

 ⑴ 受付期限   平成27年１月28日㈬ 午後５時00分まで 

 ⑵ 送 信 先   阪神水道企業団 総務部総務課契約係 宛 

          E-mail keiyaku@hansui.or.jp 

 ⑶ 回 答 日   平成27年１月30日㈮に入札公告ページに掲載する。ただし、入札

公告ページにて確認出来ない場合は、ＦＡＸにより回答する。入札

参加者は、この回答を必ず確認すること。 
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６ 入札（郵便入札）方法 

 ⑴ 提出書類 

  ア 郵便応募型条件付き一般競争入札参加申込書（日付は申込日を記入すること。）

（様式第１号） 

  イ 入札書（指定様式で、日付は開札日を記入すること。） 

  ウ 同種又は類似工事（業務）の施工（履行）実績（様式第２号） 

    様式中「工事」とあるものについては「業務」と読み替えること。また、記入

欄のうち「工事概要等」の欄においては、様式で指定されている「規模・寸法」

「構造形式」等の項目にかかわらず、類似業務の概要について簡潔に記載するこ

と。 

  エ 配置予定技術者の資格及び工事（業務）経験（様式第７号） 

    様式中「工事」とあるものについては「業務」と読み替えること。また、資格

については、公益社団法人日本文書情報マネジメント協会が認定する「文書情報

管理士（上級又は１級）」とする。これ以外の資格について記載する場合は、５

に記載した方法により問い合わせる（質問する）こと。 

 ⑵ 提出部数   １部 

 ⑶ 受付期間   公告日から平成27年２月９日㈪まで（必着） 

７ 開札の日時、場所等 

 ⑴ 日  時   平成27年２月10日㈫ 午後１時30分から 

 ⑵ 場  所   神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号 

          阪神水道企業団 本庁舎１階 第３会議室 

 ⑶ 開札の立会い 開札の立ち会いを希望する者は、開札立会申込書を提出すること。 
 

本件入札に関する問い合わせ先 

 阪神水道企業団 総務部総務課契約係 

 〒658-0073 兵庫県神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号 

 電 話(078)431-1902（直通） 

 ＦＡＸ(078)431-2664 

                                          

阪神水道企業団公告 

先着順受付による土地売却を実施するので、次の土地の売渡しに係る買受希望者募集

に関する公告を行う。 

平成27年１月26日 

阪神水道企業団 

企業長 山 中   敦  

１ 売払い物件一覧 

⑴ 土地の表示 

ア 所 在 地   （物件番号１－１：神戸市東灘区住吉山手４丁目1647番1 1） 

イ 地  目   （物件番号１－１）宅地 

ウ 土地面積   （物件番号１－１）1,483.97㎡（実測） 

⑵ 売却希望価格  （物件番号１－１）415,687,000円 
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（予定価格）   

２ 買受申込者の資格 

⑴ 申込みは、個人及び法人を問わない。 

⑵ ２者以上の共有名義で申し込むことができる。 

⑶ 申込みした者を買受者とする。 

⑷ 次のアからキに該当する者は、申込みをすることはできない。 

ア 売却物件を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

77号）第２条第２号に定める暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構成員又

は暴力団の事務所その他これに類する用途に利用するなど公序良俗に反する用に

使用しようとする者 

イ 売却物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律

第122号）第２条第１項に定める風俗営業、同条第５項に定める性風俗関連特殊営

業の用に使用しようとする者 

ウ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律第147号）

第５条第１項の規定による観察処分を受けた団体及び当該団体の役員若しくは構

成員 

エ 破壊活動防止法（昭和27年法律第240号）に基づくところの破壊的団体及び当該

団体の役員若しくは構成員 

オ 当該売払いに係る土地に関する事務に従事する当企業団の職員 

カ 売買契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者 

キ 次の(ｱ)から(ｴ)までのいずれかに該当する者で、その事実があった後、２年を

経過していない者及びその者を代理人及び支配人並びにその他の使用人又は代理

人として使用する者 

(ア) 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた者又は公正な価格

の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者 

(イ) 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

(ウ) 正当な理由なくして契約を履行しなかった者 

(エ) (ア)から (ウ)までのいずれかに該当する事実があった後、２年を経過しない者を

契約の履行にあたり代理人、支配人その他使用人として使用した者 

３ 申込方法 

⑴ 受付期間 平成27年２月２日㈪から平成27年３月31日㈫まで 

       土曜日、日曜日及び祝日を除く、午前10時0 0分から午後４時0 0分まで

（午前1 1時3 0分から午後１時3 0分までを除く。） 

       ※ 先着順の受付となるので、売払い物件の買受者が決定した場合に

は、期間内であっても当該物件の受付を終了する。 

       ※ 受付期間内に申込者がない場合は、受付期間を延長する場合があ

る。 

⑵ 受付場所 〒658－0073 

神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号 

阪神水道企業団 総務部 財務課 経理係（本庁舎３階） 
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電話078(43 1)1976（直通） 

⑶ 受付方法 先着順で受け付けるが、同時に複数の申込みがあった場合は抽選とす

る。 

       ※ ここでいう同時とは、受付開始の段階で複数の者が窓口に並んで

いる場合とする。 

        ※ 郵送、電話、ＦＡＸ及びＥメールによる申込みは不可とする。 

⑷ 提出書類 指定様式については、阪神水道企業団（以下「企業団」という。）ホ

ームページ（http://www.hansui.org/）「先着順受付による土地売却案

内書」からダウンロードすること。 

なお、ダウンロードできない環境にある場合は、上記受付場所にて配

付を行う。 

ア 土地買受申込書兼受付書（指定様式） １通 

※ 必要事項を記載し、印鑑登録済みの印（法人の場合、会社印ではなく代表

者印）を押印すること。 

なお、共有による申込みの場合には、全員の記名押印をすること。 

イ 誓約書（指定様式） １通 

ウ 印鑑登録証明書（法人の場合は印鑑証明書）（原本） １通 

エ 市町村税の納税証明書（原本） １通 

※ 直近の住民税及び固定資産税についてのもの 

オ 委任状（指定様式）（代理人による契約を希望する場合のみ） 

カ 成年後見制度における登記されていないことの証明書（個人による申込みの場

合）（原本） １通 

キ 破産に関する証明書（個人による申込みの場合）（原本） １通 

ク 商業登記簿又は履歴事項全部証明書（法人による申込みの場合）（原本）１通 

上記ウ、エ、カ、キ及びクの証明書については、発行後３箇月以内のものに限る。 

※ 連名で申し込む場合、上記イからクまでの提出書類は連名者全員分を提出す

ること。 

※ 提出された書類は、理由にかかわらず一切返却しない。 

４ 申込みの無効 

次のいずれかに該当する申込みは、無効とする。 

⑴ 申込み資格のない者が行った申込み 

⑵ 申込み受付期間外に行った申込み 

⑶ 土地買受け申込書兼受付書及び誓約書（以下「申込書等」という。）に記載した

内容が不明確な申込み 

⑷ 申込書等に記名押印しないで行った申込み 

⑸ 所定の申込書等によらない申込み 

⑹ 申込書等の記載事項を訂正し、訂正印を押さずに行った申込み 

⑺ 申込書等の誤字、脱字等により意思表示が明確でない申込み 

⑻ 記載した文字を容易に消すことのできる筆記用具を用いて記載した申込書等によ

り行った申込み 
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⑼ 買受者決定後に行った申込み 

⑽ 申込みに関し、担当職員の指示に従わなかった者の申込み 

⑾ その他この案内書に記載されている条件に違反したと認められる者の行った申込

み 

５ 契約 

⑴ 契約の締結 

ア 買受者は、有効な受付の先着順に決定する。 

イ 契約の締結に関する説明は、買受人本人又は委任を受けた代理人に対して行う。 

ウ 土地売買契約は、契約の締結に関する説明を受けた日から10日以内に締結する

ものとし、事前に売買代金の10％以上の契約保証金を納付することとする。 

 ※ 売買契約は、買受者名義で締結する。また、共有名義で申込みをしている場

合は、共有者全員の名義で契約を締結することとする。 

エ 契約は企業団が買受者とともに土地売買契約書に記名押印したときに確定する。 

  オ 買受者が期限までに契約を締結しない場合は、買受者としての効力を失う。 

６ 契約上の特約 

物件の売買契約には次の特約を付し、買受者はこれらの定めに従わなければならな

い。 

⑴ 売買物件を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第7 7

号）第２条第２号に定める暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構成員がその

活動のために利用するなど公序良俗に反する用に使用してはならない。 

⑵ 売買物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第

122号）第２条第１項に定める風俗営業、同条第５項に定める性風俗関連特殊営業の

用に使用してはならない。 

⑶ 売買物件を無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成11年法律

第147号）第５条第１項の規定による観察処分を受けた団体及び当該団体の役員若し

くは構成員が当該団体の活動として無差別大量殺人行為を行ったものに係る用に使

用してはならない。 

⑷ 売買物件を破壊活動防止法（昭和27年法律第240号）に基づくところの破壊的団体

及び当該団体の役員若しくは構成員がその活動のために利用するなど公序良俗に反

する用に使用してはならない。 

⑸ 売買物件の所有権を移転する場合には、⑴から⑷までを書面により承継させるも

のとし、当該第三者に対して、⑴から⑷までの定めに反する使用をさせてはならな

い。 

⑹ 売買物件を第三者に使用させる場合は、当該第三者に対して⑴から⑷までの定め

に反する使用をさせてはならない。 

⑺ ⑴から⑷までについて、企業団が必要であると認めるときは、実地調査等を行う

こととし、買受者は調査に協力しなければならない。 

⑻ ⑴から⑹までの特約に違反したときは売買代金の３割、⑺の特約に違反したとき

は売買代金の１割を違約金として企業団へ支払うこととする。 

なお、違約金に１円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てるものと
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する。 

⑼ ⑴から⑺までの特約に違反したときは⑻の違約金の徴収に加えて、土地の買い戻

しをすることができる。買い戻しの期間は、契約締結の日から５年間とする。 

７ 売買代金の納入 

⑴ 金  額 売買代金から契約保証金を差し引いた額とする。 

⑵ 納入期限 契約締結日より3 0日以内とする。 

        ※ 納入期限までに売買代金を完納していないときは、契約を解除す

ることがある。このとき、契約保証金は企業団に帰属することとす

る。 

８ 契約費用及び公租公課等 

⑴ 契約書に貼付する収入印紙の費用は、買受者の負担とする。 

⑵ 所有権の移転登記に必要な登録免許税は、買受者の負担とする。 

⑶ 買受者を義務者として課される公租公課その他一切の賦課金は、買受者の負担と

する。 

⑷ その他契約に要する費用は、買受者の負担とする。 

９ 所有権の移転及び土地の引渡し 

⑴ 所有権は売買代金完納と同時に移転するものとする。登記の手続は企業団が行う

が、登録免許税等の諸費用は買受者の負担とする。 

※ 所有権移転登記は「土地買受申込書兼受付書」に記載された名義でしか行わ

ない。 

⑵ 土地の引渡しは現状有姿のまま行い、所有権の移転と同時に行われたものとする。

また、土地の引渡しが確かに完了したことを証するため、買受者は、売買代金完納

後速やかに「受領証」を提出しなければならない。 

※ 現地に設置されているフェンス等の撤去は、企業団では行わない。 

10 契約に関する条件 

買受者が暴力団でないこと等についての誓約書等を契約締結以前に提出すること。 

11 その他注意事項 

⑴ 現状有姿での売渡しとなるため、必ず事前に現地で現況等を確認し、不明な点に

ついては事前に関係機関に確認のうえ、申込みをすること。 

⑵ 建物を建築するに当たっては、都市計画法及び建築基準法並びに売買物件の属す

る府、県及び市の条例、その他法令等の制限により、指導される場合や開発負担金

等が必要となる場合があるため、事前に関係機関に確認しておくこと。 

⑶ 買受者は、売買物件の所有権移転登記前に、その物件に係る一切の権利義務を第

三者に譲渡してはならない。 

⑷ 売買契約締結の日から売買物件引渡しの日までの間において、企業団の責めに帰

すことのできない事由により、売買物件に滅失、毀損等損害が生じたときは、その

損害は買受者の負担とする。 

⑸ 買受者は、売買契約締結後、売買物件に数量の不足又は隠れた瑕疵のあることを

発見しても、売買代金の減額又は損害賠償の請求若しくは契約の解除をすることが

できない。ただし、消費者契約法（平成12年法律第61号）第２条第１項に規定する
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消費者に該当する場合は、契約締結の日から２年間、この権利を行使することがで

きる。 

⑹ 買受者が、売買契約書に定める義務を履行しないために、企業団に損害を与えた

ときは、その損害を賠償しなければならない。 

⑺ 立木の伐採、雑草の草刈り、切り株の除去、フェンス・囲障・擁壁・井戸など地

上・地下・空中工作物の補修・撤去などの負担及び調整は、物件敷地の内外及び所

有権等権利の帰属主体のいかんを問わず、一切企業団では行わない。 

⑻ 上下水道、電気及び都市ガスなど供給処理施設の引込みが可能である場合、既存

の埋設管等の補修や新たに敷地内への引込みを要することがあるが、これらに必要

な費用の負担、供給処理施設への負担等の支出等は一切行わないので、建築関係機

関及び供給処理施設の管理者等に問い合わせのうえ、各自で対応すること。 

⑼ 越境物に関する隣接土地所有者との協議や電柱等の移設などについては、すべて

申込者において行うこととする（契約後に判明した場合も同様とする。）。 

⑽ 買受者は、この「平成26年度先着順受付による土地売却案内書」の記載内容、物

件調書及び売買契約書（標準様式）の各条項をすべて承知したうえで申し込むこと。 

 

 

 

本件に関する問い合わせ先 

阪神水道企業団 総務部 財務課 経理係 

〒658-0073 神戸市東灘区西岡本３丁目20番１号 

電 話（078）431-1976（直通） 

ＦＡＸ（078）431-2664 


